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要 旨
災害時に要援護高齢者支援の拠点として機能することが期待されている地域包括支援センターを対
象に防災に関する全国調査を実施し，地域包括支援センターの被災者支援機能を検証した．結果，職
員の防災意識は低いと評価する割合が高く，要援護高齢者支援の準備も未整備なセンターが多かっ
た．防災意識と要援護高齢者支援の準備には，設置主体，被災の心配や不安，防災訓練，避難所生活
支援に果たす役割への認識が共通して関連することが認められた．他にも，防災意識には被災経験と
防火訓練が，要介護高齢者支援の準備には防災意識との関連が認められた．
東日本大震災では，被災者に対する地域包括支援センターの専門職の支援活動の重要性が増してい
る．同時に，災害時における地域包括支援センターの役割・機能が問われている．大震災直前の地域
包括支援センターに対する全国調査の結果は，今後の防災，被災者支援に資することになるであろう．
．はじめに
２０１１年３月１１日に発生した東日本大震災は，犠牲者（死亡者・行方不明）が２０，０００人を超える未曾有の
被害をもたらした．さらに，震災から４ヶ月（２０１１年７月１２日現在）経過しても約９９，０００人が全国各地で
避難生活を続けている．長期化する避難所生活において，特に高齢者を巡る状況は厳しく，新たに要介護
状態になる高齢者数の増加や避難所での介護問題，要介護高齢者の受入れ先の不足等，複合的で的確な支
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援を必要とする課題が山積している．このような状況の中，避難所生活を続ける被災者に対する支援活動
の中で特に注目されたのが，地域包括支援センターの果たす役割であった．
２００６年に内閣府が策定した「災害時要援護者の避難支援ガイドライン」では，災害時の福祉サービスの
継続や関係機関等との連携において地域包括支援センターを活用することが明記されている１）．地域包括
支援センターは，介護保険法により地域高齢者の保健，医療の向上や福祉の増進を一体的に支援する役割
をもつことから，地域の要援護高齢者情報を把握している．そのため，災害時に要援護高齢者と医療・福
祉・介護関連諸機関とを繋ぐ中核機関として機能することが期待されている．実際に東日本大震災後，厚
生労働省から地域包括支援センターを中心に要援護高齢者等の安否確認，課題の把握，必要なサービスへ
の連結・支援を実施するよう事務連絡が出されている２）．また，過去の災害においても地域包括支援セン
ターの主導により，介護サービスの継続的提供に繋がる支援が展開された例があり被災者支援における地
域包括支援センターの役割の重要性と効果が実証されている３）．これまで，災害時における地域包括支援
センターの役割に関する研究は，被災後の高齢者の見守りを通した孤独死防止や生活支援についての報告
等はあるが４，５），全国規模の地域包括支援センターにおける災害時の要援護高齢者の支援準備や防災の現状
に関する研究はない．
本研究では，災害時の地域包括支援センターの支援機能を検証することを目的として防災と災害支援に
関する全国調査を実施した．
．研究方法
１．調査対象と方法
全国４，２０９の地域包括支援センターに対し，郵送法による質問紙調査を実施した．調査期間は，２０１０年
１２月から２０１１年２月末までとしたが，２０１１年３月末までに返送された回答票も含めて分析した．
２．調査項目
質問紙は，先行調査や日本社会福祉士会が作成した災害対応チェックリスト（地域包括支援センター用）
を基に，５６問の質問項目から構成した．質問項目の内容は，地域包括支援センターの設置主体，被災経験，
被災の心配や不安，災害時要援護者への支援準備（災害に備えた名簿作成や連絡体制等），職員の防災意
識，防災・減災および防災訓練等の災害への普段の備え等である．被災経験，被災の心配や不安について
は「ある／ない」，災害時の要介護高齢者支援の準備対策については「している／していない」で回答を
求めた．防火・防災訓練については年間の実施回数を問い，職員の防災意識は「高い」から「低い」まで
４段階で自己評価を求めた．同様に，防災のための普段の備えについても，「よくしている」から「して
いない」まで４段階で自己評価を求めた．
なお，本調査の項目は施設全体の被災や防災に関わるため，回答者はセンター長または防災責任者とし
た．
３．分析方法
地域包括支援センター職員の防災意識に関連する要因と災害時の要介護高齢者支援の準備に関連する要
因を検討するためにｔ検定，χ２検定を実施した．その結果，有意な関連が認められた項目を説明変数と
し，防災意識および要介護高齢者の名簿作成に関連する項目を目的変数とした多重ロジスティック回帰分
析（変数増加法による尤度比検定）を実施した．本研究では，地域の要介護高齢者支援の準備状況を表３
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に示す７項目で調査したが，要介護高齢者の名簿作成が要介護高齢者に対する支援準備の第一歩であり，
全ての支援の基盤となる情報源であることを踏まえ目的変数として選定した．防災意識は，「高い」「やや
高い」を「高い：０」，「やや低い」「低い」を「低い：１」として２区分した．要介護高齢者の名簿作成
は，「作成している：０」「作成していない：１」とした．解析に先立ち多重共線性の問題を回避するため
に，説明変数間の相関を検討し問題が無いことを確認した．解析には，PASW１８．０を用いた．
４．倫理的配慮
調査実施にあたっては，佐賀大学教職員倫理綱領及び日本社会福祉学会の「研究倫理指針」に基づき配
慮した．回答は統計的に処理し，回答者が特定されることのないことを文書にて約束した．返送された調
査票は鍵のかかる部屋の保管庫に施錠して保管し，個人情報の保護には十分注意した．
．調査の結果
本調査の回収数は１３３９（回収率３１．８％）であった．全回答に占める設置主体の割合は「社会福祉法人」
が４５．２％と最も多く，次いで「市町村直営」３５．９％となった．また，被災経験のある地域包括支援センター
は２．４％あり，６５．８％が被災の心配や不安を持つと回答した．
１．職員の防災意識
職員の防災意識に関する回答は「やや低い」５１．６％が最も多く，次いで「やや高い」２７．２％，「低い」
１４．９％，「高い」６．４％となった．表１は，防災意識を「高い：４点」「やや高い：３点」「やや低い：２点」
「低い：１点」として算出し，設置主体（自治体直営と社会福祉法人等の委託に２区分した），過去の被
災経験や被災の心配や不安の有無，防火訓練・防災訓練の有無，地域包括支援センターが避難所生活支援
（避難した高齢者に対して）に果たす役割への認識の高低による防災意識の差を求めたものである．防災
意識が「高い」と回答する割合は，設置主体別では直営の方が多く，被災経験別では被災経験の有るセン
ター，被災の心配や不安の有無別では心配や不安を持つセンターの方が多かった．
表１ 職員の防災意識 ｎ（％）
高い やや高い やや低い 低い 合計値 平均値 検定
設置主体（直営） ３９（８．５） １４３（３１．２） ２２４（４８．９） ５２（１１．４） １０８５ ２．３７
**
設置主体（委託） ４４（５．３） ２０８（２５．０） ４４１（５２．９） １４０（１６．８） １８２２ ２．１９
被災経験有 ５（１５．６） １８（５３．６） ８（２５．０） １（３．１） ９１ ２．８４
***
被災経験無 ７５（６．０） ３３２（２６．６） ６５４（５２．５） １８５（１４．８） ２７８９ ２．２４
被災の心配有 ５７（６．７） ２８６（３１．７） ４２０（４９．６） １０１（１１．９） １９７３ ２．３２
***
被災の心配無 ２５（５．７） ８４（１９．０） ２４２（５４．９） ９０（２０．４） ９２６ ２．１０
防火訓練（１回以上あり） ６０（７．３） ２５０（３０．２） ４１５（５０．２） １０２（１２．３） １９２２ ２．３２
***
防火訓練（０回） １４（３．９） ７３（２０．４） １９６（５４．９） ７４（２０．７） ７４１ ２．０８
防災訓練（１回以上あり） ４９（９．０） １８０（３３．０） ２６５（４８．５） ５２（９．５） １３１８ ２．４１
***
防災訓練（０回） ２２（３．７） １２２（２０．６） ３２９（５５．５） １２０（２０．２） １２３２ ２．０８
避難所生活支援の役割ある ７３（６．９） ３１４（２９．８） ５２４（４９．７） １４３（１３．６） ２４２５ ２．３０
***
避難所生活支援の役割ない ６（３．２） ２７（１４．３） １１２（５９．３） ４４（２３．３） ３７３ １．９７
検定はｔ検定による
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防災意識を「高い：４点」「やや高い：３点」「やや低い：２点」「低い：１点」として算出し，合計値，平均値を求めた
欠損値あり（無回答および不明は除いた）
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１年間に行う防火訓練は「０回」３０．１％，「１回」３８．０％，「２回」２７．２％，「３回以上」４．７％であり，
防災訓練（防火訓練を除く）は「０回」５１．９％，「１回」３５．３％，「２回」１０．８％，「３回以上」２．１％であっ
た．防火訓練，防災訓練ともに訓練回数を「０回」と「１回以上」に２区分し防災意識の値を比較した．
防火訓練，防災訓練ともに１回以上訓練を実施するセンターの方が防災意識が「高い」と回答する割合が
高かった．
地域包括支援センターが避難所生活支援に果たす役割があると思うか否かについては「非常にあると思
う」「あると思う」を「ある」，「あまり無いと思う」と「無いと思う」を「無い」と２区分し，認識の有
無による防災意識の平均値を比較した．その結果，防災意識が「高い」と回答する割合は，避難所生活支
援に果たす役割があると認識している方が多かった．
防災意識に関連する要因を総合的に分析するために多重ロジスティック回帰分析を実施した結果を表２
に示す．説明変数として選択された変数は，設置主体，過去の被災経験，被災の心配や不安，防火訓練，
防災訓練，地域包括支援センターが避難所生活支援に果たす役割認識であった．
解析の結果，選択された変数はすべて有意な関連が認められたが，特に過去の被災経験が防災意識に強
く関連することが明らかになった．
２．災害時の要介護高齢者支援の準備
災害時の要介護高齢者支援の準備状況について，地域包括支援センター内外の連絡体制や組織体制等の
整備状況から捉えた結果を表３に示す．地域包括支援センター内の体制をみると，職員連絡先等の「職員
の情報連絡体制」は８８．５％が，災害時の責任者，職員の役割分担等の「災害時の組織体制」は５２．９％が「確
立している」と回答した．また，震度５以上の地震で職場に参集する等の「災害時の参集基準」は５９．５％
が，活動や訪問等の「災害時記録表」は８８．６％が「作成（確立）していない」と回答しており，地域包括
支援センター内の連絡・組織体制は整備されているセンターの方が多いが，より実際的・実務的なレベル
での災害への対策については整備されていないセンターの方が多いことが明らかになった．
一方，地域包括支援センターと外部との連絡体制をみると，自宅や家族等の「要介護高齢者連絡先名簿」
表３ 災害時の要介護高齢者支援の準備対策 ｎ（％）
要介護高齢者
連絡先名簿
要介護高齢者
の状況把握
災害時連絡
先名簿
職員の情報
連絡体制
災害時の参
集基準
災害時の組
織体制
災害時記録
表
作成（確立）
している
３６８（２８．０） ５１０（３９．７） ２８９（２２．５） １１７１（８８．５） ５１９（４０．５） ６９５（５２．９） １４７（１１．４）
作成（確立）
していない
９４６（７２．０） ７７４（６０．３） ９９５（７７．５） １５２（１１．５） ７６１（５９．５） ６２０（４７．１） １１４８（８８．６）
説明変数 オッズ比 ９５％Cl 検定
設置主体 １．５２ １．１３－２．０５ **
被災経験 ８．７３ ３．１７－２４．０３ ***
被災の心配や不安 １．８７ １．３８－２．５３ ***
防火訓練 １．４２ １．０２－１．９１ ***
防災訓練 １．９７ １．４６－２．６５ **
避難生活支援の役割 １．５２ １．２４－１．８６ ***
Hosmerと Lemeshowの検定：０．０６７
ステップワイズ（変数増加法）により尤度比検定を行った
目的変数は，防災意識が低い：１，防災意識が高い：０，とした
***Ｐ＜．００１ **Ｐ＜．０１
表２ 防災意識の高低を目的変数とした多重ロジスティック回帰分析の結果
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は７２．０％，要介護度や障害，疾病等の「要介護高齢者の状況把握（利用者台帳や利用者カードなどと併用
でよい）」は６０．３％，福祉医療関係者や防災関係機関等の「災害時の連絡先名簿」は７７．５％が「作成して
いない」と回答した．地域包括支援センター外の連絡体制は整備されていないセンターが多いことが明ら
かになった．
表４は要介護高齢者支援の基盤となる要介護高齢者名簿作成の有無と関連する項目を示した．名簿を「作
成している」と回答した割合は，設置主体別では直営の方が多く，被災経験別では被災経験の有るセン
ター，被災の心配や不安の有無別では心配や不安を持つセンター，防災意識の高低別では高い方が多かっ
た．また，地域包括支援センターが避難所生活支援に果たす役割認識では，役割認識が高いほど作成して
いると回答する割合が増加し，認識が低いほど名簿を作成している割合が低くなった．なお，防火訓練と
は有意な関連は認められなかったが，防災訓練とは有意な関連が認められた．
要介護高齢者名簿の作成に関連する要因を総合的に分析するために多重ロジスティック回帰分析を実施
した結果を表５に示す．説明変数として選択された変数は，設置主体，過去の被災経験，被災の心配や不
安，防災訓練，地域包括支援センターが避難所生活支援に果たす役割認識であった．
表４ 地域の要介護高齢者名簿作成の要因分析 ｎ（％）
地域の要介護高齢者名簿作成
作成している 作成していない 検定
設置主体 直営
委託
１６５（３５．３）
２０１（２４．２）
３０２（６４．７）
６３１（７５．８）
***
被災経験 ある
ない
１５（４８．４）
３４５（２７．３）
１６（５１．６）
９１８（７２．７）
**
被災の心配・不安 ある
ない
２６６（３１．２）
９９（２２．１）
５８６（６８．８）
３４９（７７．９）
**
避難所生活支援の役割 無い
あまり無い
ある
非常にある
３（７．７）
３６（２４．０）
１７９（２７．７）
１３８（３３．３）
３６（９２．３）
１１４（７６．０）
４６７（７２．３）
２７７（６６．７）
**
防火訓練 １回以上訓練あり
訓練なし
２４２（２９．４）
９６（２６．６）
５８２（７０．６）
２６５（７３．４）
ns
防災訓練 １回以上訓練あり
訓練なし
１８８（３４．３）
１３５（２２．６）
３６０（６５．７）
４６２（７７．４）
***
防災意識 高い
低い
１８３（４３．０）
１７５（２０．３）
２４３（５７．０）
６８５（７９．７）
***
***Ｐ＜．００１ **Ｐ＜．０１
検定はχ２検定による 欠損値あり（無回答および不明は除いた）
表５ 地域の要介護高齢者名簿作成の有無を目的変数とした
多重ロジスティック回帰分析の結果
説明変数 オッズ比 ９５％Cl 検定
設置主体 １．８７ １．４０－２．５３ ***
被災経験 ns
被災の心配や不安 １．４９ １．０８－２．０４ *
防災訓練 １．４３ １．０８－１．９１ *
避難生活支援の役割 １．２４ １．０１－１．５２ *
防災意識 ２．７４ ２．０４－３．６７ ***
Hosmerと Lemeshowの検定：０．８７
ステップワイズ（変数増加法）により尤度比検定を行った
目的変数は，高齢者名簿作成無し：１，高齢者名簿作成あり：０，とした
***Ｐ＜．００１ **Ｐ＜．０１ *Ｐ＜．０５
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解析の結果，要介護高齢者名簿の作成には，設置主体，被災の心配や不安の有無，防災訓練，防災意識，
地域包括支援センターが避難所生活支援に果たす役割認識が関連することが明らかになった．
．考 察
本研究では，地域包括支援センターに対する全国調査から，地域包括支援センター職員の防災意識，災
害時の要介護高齢者支援の準備に関する状況とその関連要因について検討し，災害時における地域包括支
援センターの支援機能について検証した．
１．職員の防災意識
職員の防災意識は，「低い」と「やや低い」を合わせると６６．４％となり，低いと回答したセンターが多
かった．防災意識に関連する要因として，設置主体，過去の被災経験，被災の心配や不安，防火訓練・防
災訓練の有無，地域包括支援センターが避難所生活支援に果たす役割への認識との有意な関連が認められ
た．
設置主体は，直営の方が防災意識が高いと回答する割合が多い結果となったが，地域包括支援センター
は，担っている役割は同じでも，その運営する機関の有する機能が異なれば，業務の特性や流れも変わる
とされる６）．直営型の場合，行政部署とのパイプや行政権限が強みである７）．また，国の防災基本計画に基
づいて，各自治体においても地域の実情に即した地域防災計画が各自治体で計画され，防災教育や防災意
識向上の啓発活動も自治体を中心に実施される．自治体直営の場合は，自治体職員が地域包括支援センター
の責任者や防災責任者である場合が多い．そのため，必然的に行政部署との連携や関係性が密である直営
の地域包括支援センターにも防災・災害情報等が共有化され防災に関する意識向上に繋がっていることが
推測される．防災意識には，過去の被災経験の有無が極めて強く関連していることが認められた．過去の
被災経験は個人レベルから企業のような団体まで防災意識や防災対策に影響を及ぼすことが明らかにされ
ており８，９），本研究からも同様の結果が示されたものと考えられる．また，実際に被災経験がなくても過去
に災害があった地域，あるいは将来的に災害が発生すると予測される地域においては防災意識が高まる１０）
ことから，被災の心配や不安が影響したと考える．
防災訓練にはないが，防火訓練は社会福祉施設および自治体の役場等の施設において実施することが義
務づけられている．しかし，本調査では防火訓練の回数を０回と回答しているセンターが多かった．背景
として，自治体や法人のサブセンターやサテライト型の少人数のセンターは，自治体や法人とともに訓練
し，単独での訓練は行わないため０回と回答したことが推察される．防火訓練や防災訓練には，防火・防
災意識を醸成する防災教育という側面もあることから，防火訓練，防災訓練の実施が防災意識に影響した
ことが伺える．
２．災害時の要介護高齢者への支援準備
災害時の要介護高齢者への支援準備に関する７項目の質問から，全般的に地域包括支援センター内の連
絡・組織体制の整備は進められているが，地域包括支援センター外の地域の要介護高齢者や社会福祉施
設，医療機関，防災関連機関等との連絡体制の整備が遅れていることが明らかになった．要介護高齢者の
名簿作成の有無を災害時の要介護高齢者の支援準備対策全般の基礎的・代表的な指標として支援準備に関
連する要因を検討した結果，設置主体，被災の心配や不安，防災訓練，防災意識，地域包括支援センター
が避難所生活支援に果たす役割認識との有意な関連が認められた．
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防災意識や避難所生活支援に果たす役割への認識，被災の心配や不安は，実際に防災対策行動を起こす
動機として作用したことは明らかである．しかし，被災経験は防災意識に強く関連したものの，名簿作成
には反映されていなかった．このことは地域包括支援センターの災害時の要介護高齢者への支援準備にお
ける検討課題である．
また，地域包括支援センターが直営の場合は，地域の防災活動の拠点となる自治体との密な連携がある
ために，情報管理の面で委託よりも優位であることから，設置主体の違いが関連したと推察される．防災
訓練は，地震や水害等のより多彩で大規模な被災を想定し，住民や防災関連諸機関，医療社会福祉関連施
設等の地域全体が関与する場合が多い．自治体の災害時要援護者避難支援計画等では，災害時要援護者情
報の収集及び共有する機関として消防や社会福祉協議会等とともに地域包括支援センターも含めている自
治体もある．地域包括支援センターも災害時要援護者情報を持つ１機関として参加することが想定される
ため，防災訓練への参加が必然的に要介護高齢者への支援準備対策を推進することに繋がるのではないだ
ろうか．
．ま と め
本調査結果から，地域包括支援センターの防災意識は低い傾向がみられた．地域の要援護高齢者情報の
把握や消防，医療・保健・福祉等関連諸施設・機関との連携等，地域包括支援センターに最も期待し求め
られている被災者と支援を繋ぐ差配（マネジメント）機関としての要介護高齢者支援の準備不足が明らか
になった．地域包括支援センター職員の防災意識と要介護高齢者支援の準備不足には関連が認められたこ
とから，地域包括支援センターにおいても職員の防災意識向上に向けた取り組みは必須である．
平成１６年の新潟県中越大震災の際にはケアマネジャーが利用者の安否確認や相談支援の中核になった実
績がある．この時のケアマネジャー達は，震災時の対応を自らの本来業務として位置づける意識を持って
いたということが明らかにされている１１）．平成２１年には，日本介護支援専門員協会から「日本介護支援専
門員協会災害対応マニュアル」が発行された．協会では，マニュアルの検証目的も含めて災害対策訓練も
実施している．藤巻，井倉らは，新潟県中越沖地震における地域包括支援センターでの被災者支援の経験
から，マニュアルの必要性を痛感したことを報告している１２）．
東日本大震災では，被災者に対する地域包括支援センターの専門職の支援活動の重要性が増している．
同時に，災害時における地域包括支援センターの役割・機能が問われている．大震災直前の地域包括支援
センターに対する全国調査の結果は，今後の防災，被災者支援に資することになるであろう．
本研究の限界として，地域包括支援センターの全国調査は東日本大震災直前のものであり，大震災後の
防災意識の変化や要援護高齢者支援の準備対策がどのように変化したか，あるいは進展がみられているか
把握できない点がある．この点については，再度，全国調査を実施し，今回の調査との比較検討を行うこ
とでさらに高い精度の分析が可能になり，地域包括支援センターの被災者支援機能の向上に寄与すること
ができると考える．
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